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第１章 計画の趣旨 

１ 計画策定の背景と目的 

少子高齢化や核家族化の進展等により、全国的に空家等が増加しています。中で

も、適切に管理されていない空家等が放置されることにより、防災、衛生、景観等

の様々な観点から周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしています。このことは、本

市においても例外ではなく、空家等の所有者等の連絡先が不明であること等から、

「迷惑を受けている」、「不安を感じる」など切実な相談が市民等から市へ寄せら

れており、その件数は年々増加している状況です。 

これまで本市では、平成２７年４月に「袖ケ浦市空き家等の適正な管理に関する

条例（平成３０年１０月「袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例」に改正。以下、

「空家条例」という。）」を施行し、空家等の所有者等に対し、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう、適切な管理を促してきました。 

国においては、平成２６年１１月２７日「空家等対策の推進に関する特別措置法

（以下「空家法」という。）」が公布され、平成２７年５月２６日に全面施行し、

市区町村の役割として「空家等対策計画」の作成や空家等に関する対策の実施にお

いて適切な措置を講ずるよう責務を課しています。 

これらの経緯を踏まえ、平成２９年３月に「袖ケ浦市空家等対策計画」を策定し、

空家等対策に取り組んできましたが、策定から相当年数が経過したことや令和５年

１２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」が施行さ

れたことに伴い、改正内容に対応した空家等対策をより一層推進するため改定しま

す。 

２ 計画の位置付け 

袖ケ浦市空家等対策計画は、空家法第７条に規定する空家等に関する対策につい

ての計画であり、本市の上位計画である総合計画や都市計画マスタープラン等の各

種計画と整合を図り、計画を推進していきます。 
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３ 計画期間 

本計画期間は、袖ケ浦市総合計画の終期に合わせ、令和７年度から令和１３年度

までの７年間とします。なお、各種施策の実施による効果や市内における空家等の

状況の変化を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとします。 

 

４ 計画の対象 

（１）対象とする空家等の種類 

本計画は、空家法第２条に定める「空家等」及び「特定空家等」並びに空家法第

１３条に定める「管理不全空家等」を対象とします。 

 

①空家等（空家法第２条第１項） 

「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使

用がなされていないこと（※１）が常態である（※２）もの及びその敷地（立木その

他の土地に定着する物を含む。）をいいます。ただし、国又は地方公共団体が

所有し、又は管理するものを除きます。 

  
 

②特定空家等（空家法第２条第２項） 

「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるお

それのある状態又はそのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのあ

る状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状

態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状

態にあると認められる空家等をいいます。 

 

③管理不全空家等（空家法第１３条第１項） 

「管理不全空家等」とは、空家等が適切な管理が行われていないことにより

そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあ

ると認められる空家等をいいます。 

 

（２）対象とする地区 

本計画は、空家等実態調査等の結果を踏まえ、市内全域を対象とします。 

ただし、今後空家等の活用が特に必要と認められる場合は、「空家等活用促進区

域」の指定について検討します。 

（※１）居住その他の使用がなされていないこと 

日常生活が営まれていない、営業が行われていないなど現に意図をもって使い

用いていないことをいいます。 

（※２）常態である 

概ね年間を通じて使用実績がない状態であることを指します。 
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第２章 本市の現状と課題 

１ 人口動態 

（１）人口・世帯数 

本市の人口は、昭和４５年に２５，５００人、世帯数５，３３４世帯でしたが、

京葉工業地帯の一翼を担う臨海コンビナートの形成を契機に、土地区画整理事業

等により宅地の造成が進んだことから、右肩上がりで増加し、令和２年には、６

３，８８３人（昭和４５年比：２．５１倍）世帯数２５，４３０世帯となりまし

た。 

 

 

＜資料：国勢調査＞ 
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（２）人口構成の推移 

平成３年４月の市制施行時と令和６年４月の人口構成を比較すると、その形状

から１５歳未満の年少人口が減少している一方で、６５歳以上の老年人口が増加

しています。 

 

＜資料：住民基本台帳＞ 

 

（３）地区別の世帯数及び人口の状況 

地区別の世帯数・人口については、昭和地区、長浦地区、根形地区で世帯数・

人口が増加しています。一方で、平岡地区、中川・富岡地区では、世帯数は増加

していますが、人口は減少しています。 

 

＜資料：住民基本台帳＞ 

世帯数（世帯） 人口（人） 世帯数（世帯） 人口（人） 世帯数（世帯） 率（％） 人口（人） 率（％）

昭　和 3,645 11,931 9,282 21,523 5,637 154.65 9,592 80.40
長　浦 6,398 21,841 12,538 27,322 6,140 95.97 5,481 25.10
根　形 1,350 4,967 2,532 5,721 1,182 87.56 754 15.18
平　岡 2,335 8,402 2,480 5,240 145 6.21 ▲ 3,162 ▲ 37.63

中川・富岡 1,625 6,336 2,232 5,104 607 37.35 ▲ 1,232 ▲ 19.44

合　計 15,353 53,477 29,064 64,910 13,711 89.31 11,433 21.38

地区名
平成3年4月1日 令和6年4月1日 増減（平成3年→令和6年）
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２ 空家等の状況 

（１）空家等実態調査 

①概要 

   本市では、空家等対策の基礎データとなる市内の空家等の状況を把握するた

め、令和４年度より市内全域を対象に空家等の実態調査を実施しています。 

この調査では、水道の閉栓データや課税台帳等からの情報から空家等の疑いの

あるものを抽出し、職員による現地調査を行って空家等の判断及び状況把握をし

ています。 

 

②調査結果（令和６年３月３１日現在） 

地区名 

令和 

4 

年度 

令和５年度 

増減数 

空家等である 

適正管理 

不適正管理 

計 

・経過観察 

・対策を講じ

る必要あり 

早急に対策

を講じる必

要あり 計 

昭 和 48 34 21 0 21 55 7 

長 浦 59 53 23 0 23 76 17 

根 形 29 15 16 0 16 31 2 

平 岡 77 27 52 1 53 80 3 

中川・富岡 47 19 32 2 34 53 6 

合 計  260 148 144 3 147 295 35 

 

本市で空家等実態調査を初めて行った平成２４年度には、空家等戸数は３７８

戸でしたが、平成２７年の空家法施行後の対策や令和元年房総半島台風による解

体等が行われたことで市内の空家等戸数が減少したと考えられます。 

なお、令和４年度と令和５年度の空家数を比較すると、３５戸増加しており、

今後も空家等戸数は増加していくと見込んでいます。 
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■市内の空家等分布図 

空家等実態調査の結果として、空家等を点で図に表したものです。 

ここでは、市内全域に空家等が分布していることがわかります。また、東京湾沿い

のＪＲ各駅の周辺に広がる土地区画整理事業などにより宅地開発された地区や、内

陸の宅地開発された住宅地、昭和４０年から５０年代の郊外住宅地などに空家等が

多く見られます。 
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（２）空家所有者意向調査 

①概要 

   本市では、平成２４年度に実施した空家等実態調査の空家等所有者を対象と

した空家所有者等意向調査を平成２９年度に実施し、令和４年度は実態調査と

合わせ、同様の意向調査を実施しました。 

   この調査では、建物の利用状況や活用の意向などを伺い、今後の空家等に関

する対策の基礎資料とすることを目的としています。 

 

②調査結果 

■所有者の年齢 

所有者の年齢については、「６５歳～７４歳」が最も多く、次いで「５０

歳～５９歳」、「７５歳以上」となっています。 

また、６５歳以上の高齢者は全体の半数を超えています。 
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■空家の取得経緯 

建物を利用しなくなった（なっている）きっかけは、「住んでいた人が死

亡したため」「相続により取得したが、自分には住むところが別にあるため」

など、相続に起因する要因が大きくなっています。 

 
 

■空家の管理上の課題 

    空家を管理する上では、「遠方に住んでいて、建物の状況が把握できない」

「利用しなくなった（なっている）建物に関する相談をどこでしたらいいか

わからない」と回答する方の割合が高いです。 
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■空家の管理の頻度 

維持管理の頻度については、「ほとんどしていない」が最も多く、自由記

載でも「何年も行っていない」と記載されるなど、空家等問題に対して意識

が希薄であると推察します。 

  

■今後の利用意向 

    今後の利用意向については、「売却したい」が最も多く、次いで「解体し

たい」となっています。 
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■期待する支援 

建物の活用や空家対策で必要なことについて調査したところ、「売買・賃

貸する場合の不動産業者等の紹介」が最も多く、次いで「解体費の支援」と

なっています。 

 

 

■その他自由意見 

    ・取り壊したいが、建物内の遺品等の整理が終わっていない。 

    ・家の中のものを整理したい。 

    ・市街化調整区域の為、手が付けられない。 

    ・市街化調整区域のため活用できない。 

     

    など、相続に関する悩み、残置物の処分、市街化調整区域での規制を記載

する方が多くいました。 
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空き家対策セミナーや個別相談会の開催

リフォーム費の支援
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国や県など公共機関による施策等の情報提供

庭の樹木を剪定・伐採してくれる業者の紹介

建物管理代行業務の紹介

修繕やリフォームできる建築業者等の紹介

売買・賃貸する場合の不動産業者等の紹介

H29 R4
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（３）適切に管理されていない空家等に関する相談状況 

①相談件数の推移 

   都市整備課を総合窓口とした空家等に関する相談件数については、平成２２

年度が４件となっていましたが、年々増加傾向にある中、令和元年房総半島

台風の影響により令和元年度から令和３年度に急増しましたが、令和４年度以

降においては台風前の相談件数に落ち着いています。 

 

 

 

②相談内容 

   相談の内容は、「草木の繁茂」が２１９件、「建物の一部飛散の恐れ」が

１７２件となっています。 

また、相談者からは、トラブルになりたくないなどの理由から相談が寄せられ

ることもあります。 

（平成２２年度～令和５年度の相談件数） 

相談内容 

合計 
建物の一部

飛散の恐れ 

倒壊の恐れ 草木の繁茂 動物の棲み

つき 

ゴミ・治安

など 

１７２ ２６ ２１９ ３０ ６３ ５１０ 
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（４）これまでの空家等対策事業における取組状況 

①市民や所有者等への啓発 

取組内容 取組の効果等 

ア 固定資産税納税通知書を活用

した啓発文書の送付 

・毎年４月に通知される固定資産税納税通

知書へ、空家等の適切な管理を促すため

の啓発文書の同封を継続して実施 

イ 広報やホームページの活用 ・空家等対策事業について、空家法に関す

る事項や空家条例、空家バンクに関する

ことなどの周知を実施 

・草木の繫茂前や台風シーズン前などでの、

所有空家等の適切な管理を広報で啓発 

ウ 空家ガイドブックの作成 ・官民協働により、空家対策に関するガイ

ドブックを作成 

【周知・提供方法】 

  広報やホームページへの掲載 

  庁舎内や市内公共施設等に設置 

  指導文書への同封 

エ 空き家の発生を抑制するため

の特例措置の対応 

・特例措置を受けるために必要な「被相続

人居住用家屋等確認書」の発行について、

ホームページでの制度案内 

 【確認書発行件数】 

  ６件（累計） 

 

②相談体制の構築と利活用の促進 

取組内容 取組の効果等 

ア 空家バンク事前情報提供制度 ・空家等所有者から同意をいただき、千葉

県宅地建物取引業協会南総支部へ空家等

の情報を提供 

 【申込件数】 

  １７件（累計） 

イ 空家バンク制度の運用 ・千葉県宅地建物取引業協会南総支部と協

定を締結し、空家バンク制度を運用 

 【空家バンク登録物件数】 

  １４件（取下げ等含む累計） 

 【成約件数】 

   ６件（賃貸：４件 売買：２件） 

 



13 

③空家等の適切な維持管理への取組 

取組内容 取組の効果等 

ア 庁内関係課との連携 ・道路へのはみ出し樹木等、庁内関係課と

情報を共有し対応 

イ 関係機関との連携 ・公益社団法人袖ケ浦市シルバー人材セン

ターと協定を締結し、除草等の空家管理

代行サービスを紹介 

ウ 空家等所有者への通知、助言

及び指導等の実施 

・苦情や相談等寄せられた空家等の現況確

認 

（現地確認、所有者等調査、登記簿等確認） 

・苦情や相談等寄せられた空家等の所有者

等に対し、助言・指導等を実施 

・空家所有者等への個別訪問等を行い、面

談 

・指導文書等通知空家等の対応状況確認 

 【指導文書等通知件数】 

  ３４１件（計画策定後累計） 

エ 空家等調査 ・令和４年度より水道閉栓データに基づく

実態調査実施 

・調査済み空家等につき、経過観察 

オ データベースの構築 ・空き家対策管理支援システムを導入し、

所有者情報、苦情内容等を空家等管理台

帳として整備 

 【主なデータ項目】 

  ・住所、位置情報 

  ・土地及び家屋登記簿情報 

  ・所有者等情報 

  ・建物管理状況 

  ・対応記録 

  ・苦情内容 

  ・現地写真 等 
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④空家等に対する措置 

取組内容 取組の効果等 

ア 財産管理制度の活用 【相続財産管理人選任の申立件数】 

 令和３年度 ２件 

イ 特定空家等の認定・措置 【認定件数】 

 令和元年度 ４戸 

 令和２年度 ２戸 

指導等を行い、令和２年度に認定した２戸

は、所有者等との面談等を行い、自主的な

解体が行われ解決 

ウ 行政代執行の実施 令和元年認定の１戸につき、令和３年度行

政代執行を実施 

令和４年度、代執行費用回収 

 

〇前空家等対策計画への評価 

・指導に従わない所有者等へは継続した対応が必要となっているが、適切に管理さ

れていない空家等所有者への指導や訪問により、周辺への影響を軽減させること

ができました。 

・令和元年房総半島台風被災後においては、適切に管理されていない空家等の状 

況が著しく悪化したことから、特定空家等の認定や危険建物の解体撤去等の適切

な対応を実施できました。 

・令和３年度においては、特定空家等の行政代執行への対応に尽力し、令和４年度

は費用の回収まで完了することができました。 

・計画改定のための実態調査とアンケート調査、空家特措法の改正への対応検討に

より、計画の改定対応を行いました。 
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３ 課題 

各種統計調査等の結果やこれまで市に寄せられた空家等に関する相談、計画の評

価等を踏まえ、空家等対策を進めていく上での課題を以下のとおり捉えます。 

 

（１）所有者等に関する課題 

・住宅所有者の高齢化が進んでいる。 

・中長期的な空家等の利用意向がない。 

・空家等問題に対する意識の希薄さ。 

・相続人が多数いるため、権利関係の整理が難しい。 

・解体をしたくても費用がかかるので実行に移すのが困難。 

・住宅所有者や相続人が遠方または不明で、定期的な管理が難しい。 

・建物や相続に関する相談先が不明など、今後どうしていいのか分からない。 

 

（２）中古住宅の利活用に関する課題 

・中古住宅流通シェアが低い水準である。 

・所有者が将来の利用や活用を想定し、空家等を残すケースがある。 

・中古住宅として売買や賃貸等、他用途施設への活用に関するノウハウがない。 

 

（３）税制上の課題 

・住宅を解体すると、住宅用地に対する固定資産税等が上がる可能性があり、 

空家等を残すケースがある。 

  ・管理不全空家等に認定され勧告されると、固定資産税等の住宅用地特例が解

除される可能性がある。 

 

（４）地域性の課題 

・地域の交流が希薄になっており、近隣住民も空家等所有者を知らない。 

・トラブルになりたくないなどの理由から、所有者への働きかけが難しい。 
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■考察 

 課題を整理すると、対応策を以下の３項目に分類できます。 

 

空家等が発生し放置される要因やそこから生じる課題は、ひとつに特定できるも

のではなく、居住中から除却後の跡地利用までの各段階にわたっています。そのた

め、空家等対策を実施していくためには、それぞれの段階に応じた効果的な対策が

必要になっています。また、空家等が放置され老朽化が進むほど、適切な管理が難

しくなり、コストが増大することから、早期の対応が重要であると考えられます。 

 

（１）予防 
住宅所有者の高齢化が進んでいるため、今後も空家等は増加することが予想さ

れます。また、各種調査結果から中長期的な空家等の利用意向がない所有者が多

く、長年空家等が放置され、周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼす可能性があり

ます。 
まずは空家等所有者に対し、空家等問題に対する意識を醸成する対策が求めら

れています。 

（２）流通・活用の促進 
中古住宅流通シェアが低い水準であり、空家等所有者に売買、賃貸等の知識が

なく活用が進まないという問題が挙げられます。このような現状から、所有者に

対しては問題を解決するための支援や適切な相談ができる窓口の周知と活用が求

められています。 

（３）適切に管理されていない空家等への対応 
空家等所有者の高齢化により管理が困難になる場合や、空家等所有者が遠方に

いる場合など定期的な維持、管理が難しいなどの課題が挙げられ、空家管理代行

サービスの周知や活用などが求められています。 
また、解体費用などの経済的な理由から放置され、周辺の生活環境に深刻な影

響を及ぼしている空家等については、是正する対策が必要になります。 
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第３章 基本方針 

空家等は個人の財産であり、所有者等が適切に管理することが原則です。しかし空

家等の所有者等による管理者意識の希薄化などから、空家等を放置し、防災、衛生、

景観等の様々な観点から周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

そこで本計画では、空家等の適切な管理は所有者等が第一義的な責任を有すること

を前提としながらも、市がまちづくりという視点で空家等に関する様々な問題解決の

ために、地域と連携して取り組むこととし、次の３項目を基本方針として定めます。 

 

 

空家等の適切な管理や活用を促進していくことで、市民が良好な環境で安全、安

心に暮らせるまちづくりを目指します。 

 

 

個人の財産については、所有者等が適切に管理すべきであることを原則とした上

で、行政として公益上必要な措置等を適切に講じることとします。 

 

 

空家等の対策は、行政、所有者等のみでは解決できない問題です。そのため、地

域住民や民間事業者などと相互に連携して空家等対策を推進していきます。 

各主体の相互の連携のイメージ 

 

（１）市民が良好な環境で安全、安心に暮らせるまちづくり 

（２）所有者責任を前提とした対策 

（３）多様な連携による空家等対策の推進 
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第４章 空家等の対策 

１ 予防 

空家等の適切な管理は、第一義的には所有者等の責任において行われるべきこと

です。民法上においても、建築物が倒壊し、物が落下するなどして近隣の家屋や通

行人などに被害を及ぼした場合は、所有者等が損害賠償責任を負うこととなり、所

有者等に管理する義務があります。しかし、所有者等が放置された空家等の危険性

や周囲へ及ぼす悪影響を認識していないことから、適切な管理が行われていない場

合があります。 

このため、所有者等がこうした空家等の問題を知り、適切な管理の重要性を十分

認識することが適切な管理がされていない空家等の発生を抑制するために重要と

なります。そこで以下の取組を行います。 

 

（１）市民や所有者等の意識の醸成 

①固定資産税納税通知書を活用した啓発文書の送付 

固定資産税の納税通知書を活用し、空家等の適切な管理を促すための啓発文

書の同封や、封筒の裏面を利用し啓発を図ります。 

 

②市民への啓発活動 

空家等の適切な管理については、所有者等の意識のみの問題だけではなく、

地域の課題として、連携していくことが重要になります。そのため、空家等に

関する支援制度や関連する事項等を整理し、広報やホームページなどを活用し、

啓発を図ります。 

 

③空家ガイドブックの作成 

    空家の管理、売却、賃貸、解体、相続登記等を案内する空家ガイドブック

を作成し、広報やホームページに掲載、庁舎内や公共施設等に設置すること

で、情報提供、意識啓発を行います。 

 

④「住まいの終活」への情報提供 

    高齢者向け講習会や空家等対策セミナー、個別相談会の開催など、住まい

を次世代へ適切に引き継ぐための「終活」の一環となるよう働きかけを行っ

ていきます。 
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⑤相続登記手続に関する周知 

    登記簿上の所有者が亡くなった後、名義人を変更しないままでいると、管

理者や所有者が不明確となり、売却等したい場合に時間がかかる等、多くの

問題が生じるようになります。令和６年４月１日から相続登記申請が義務化

されているため、相続発生後、速やかに登記の申請がされるよう、相続が発

生する前から制度の周知や重要性について情報提供を行います。 

 

⑥空き家の譲渡所得の３，０００万円特別控除の周知 

相続した空家等を３年後の年末までに売却するなど一定の基準を満たす場

合、譲渡所得から３，０００万円が控除される制度について、ホームページ

等で周知を図ることにより、空家問題が長期化しないよう周知します。 

 

⑦住まいを賃貸・売却する制度の紹介 

現在の住まいから賃貸住宅等に住み替えて、生前のうちから住まいを賃貸

するマイホーム借上げ制度（※３）に加え、住み続けながら住まいを売却等する

リースバック（※４）やリバースモーゲージ（※５）を紹介し、空家等の発生を抑制

します。 

 

   （※３）マイホーム借上げ制度 

      一般社団法人移住･住みかえ支援機構（ＪＴＩ）が実施。５０歳以上の

方のマイホームを借上げ、安定した賃料収入を保証する公的な制度。 

（※４）リースバック 

      自宅を売却して賃料を支払いながらそこに住み続ける仕組み。 

   （※５）リバースモーゲージ 

      自宅を担保にそこに住み続けながら融資を受ける仕組み。 

 

（２）自治会等との連携 

適切な管理がされていない空家等の発生を抑制するためには、早期に空家等の状

況を把握する必要があります。そのため、空家等の情報提供において自治会や包括

連携協定を締結した民間企業等との連携を図り、空家等の情報収集に努めます。 

また、社会情勢の動向や空家法の改正内容を踏まえた出前講座を実施していきま

す。 

 

（３）空家等に対する定期パトロールの実施 

本市が把握している空家等について、管理不全空家等や特定空家等になることを

未然に防止するため、定期的にパトロールを実施して状況確認を行います。 
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２ 流通・活用の促進 

空家等対策は空家等の適切な管理に向けた対策だけではなく、空家等の利活用を

図る対策も必要になります。 

活用可能な空家等は地域資源であり、利活用されることにより地域の活性化にも

繋がることから、以下の取組を行います。 

 

（１）相談体制の構築 

①関係団体等と連携 

所有者等の中には、空家等の売却や賃貸などを行いたいと考えていても、ど

のように進めていくのかわからない方もおり、売却等の具体的な相談が市に寄

せられることがあります。こうした相談に対応できるよう、法律の専門家や不

動産事業者などに、より幅広く相談が受けられるよう体制の構築を進め、相談

希望者に対し、周知・啓発を行っていきます。 

 

（２）需要と供給のマッチング 

①空家バンク制度の活用 

袖ケ浦市空家バンク（以下「空家バンク」という。）では、市内にある空家

情報を登録・公開し、所有者と利用希望者の橋渡しを市と一般社団法人千葉県

宅地建物取引業協会南総支部が協力して空家等の有効な活用を促進します。空

家バンクの効果を上げるためには、登録数の底上げが重要であることから、広

報やホームページ等で周知します。 

また、農業委員会事務局等と連携して、「農地付き空家」（※６）の情報共有を

図り、空家バンク制度の登録・活用について促進を検討します。 

（※６）「農地付き空家」 農地法第２条第１項の「農地」が付随している空家 
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（３）地域や公共的な施設への利活用 

①市民活動の拠点や社会福祉施設などへの利活用 

地域の交流スペースや社会福祉施設（子育て支援施設やグループホームなど）

などへの利活用について相談があった場合には、総合窓口となる都市整備課が

受け、相談内容に応じて関係各課等と連携し対応していきます。 
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３ 適切に管理されていない空家等への対応 

適切に管理されていない空家等は防災、衛生、景観等の様々な観点から周辺の生

活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

空家等の所有者等に対し周囲に影響を及ぼさないよう意識の啓発を行い、周囲に

影響があるなど改善が必要な空家等は、関係機関と連携し、状況改善のための助言・

指導を行い、生活環境の保全を図ります。 

 

（１）実施体制の整備 

①市の受付窓口の一元化と庁内における相談体制 

本市では、空家等に関する問い合わせ窓口を一元化し、空家等の所有者等から

の相談や、周辺住民からの苦情などについて、都市整備課を総合窓口として関係

課と連携して対応しています。空家等がもたらす問題は多岐にわたるため、今後

も関係課が密接に連携し、空家等対策を推進していきます。 
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②袖ケ浦市空家等対策審議会 

本市では、空家等に関する対策の推進等に関し、必要な事項を調査審議するた

め、袖ケ浦市空家等対策審議会を設置しています。この審議会では、市長の諮問

に応じ、袖ケ浦市空家等対策計画の策定、実施、その他空家等に関する対策を推

進するための事項、管理不全空家等及び特定空家等の認定及び措置について調査

審議します。 

 

③空家管理代行サービス 

空家等を適切に管理するには、定期的な点検、維持管理が必要です。しかし、

市外在住の所有者や高齢の所有者が定期的に点検、維持管理を行うためには、費

用や時間等の負担が大きくなります。そのため、所有者に代わり空家等の見回り

と敷地内の除草等を行う空家管理代行サービスの利用を促進していきます。 

 

④空家等管理活用支援法人 

令和５年度空家法の改正により、自治体や所有者等へのサポート体制の構築の

ため、「空家等管理活用支援法人」制度が創設されました。空家等に関する相談

対応や所有者探索等、空家等対策の状況に応じ、法人の指定、制度の活用につい

て検討します。 

 

（２）空家等管理台帳の整備 

空家等の情報は、所在地、所有者など多岐にわたるため、空家等に関する必要な

情報をデータベース化し、空家等管理台帳として整備します。 

なお、空家等管理台帳の情報は、袖ケ浦市個人情報の保護に関する法律施行条例

に基づき適正に管理します。 
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（３）財産管理制度の活用 

  空家所有者等が行方不明等である場合には、財産管理制度を活用し、適切に管

理されていない空家等の解消に努めます。 

 

財産管理制度の概要 

制度名 概要 

不在者財産管理制度 

（民法第２５条） 

所有者が従来の住所又は居所を去り、容易に

戻る見込みがない場合 

相続財産清算制度 

（民法第９５２条） 

相続人のあることが明らかでない場合 

所有者不明建物管理制度 

（民法第２６４条の８） 

所有者を知ることができず、又はその所在を

知ることができない場合 

管理不全土地・建物管理制度 

（民法第２６４条の９、２６４条

の１４） 

所有者による管理が適切でなく、他人の権利

が侵害され、又はそのおそれがある場合 

 

 （４）他の法令等との関係 

空家等の状況によって、建築基準法、道路法など他の法令等による措置が考えら

れることから、その物的状態や悪影響の程度、危険等の切迫性等を総合的に判断し、

関係機関と連携して対応していきます。 
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４ 管理不全空家等及び特定空家等に対する対策 

（１）方針 

空家等のうち、管理不全空家等や特定空家等に該当するおそれがあるものにつ

いては、速やかな改善が求められることから、早期に改善依頼、助言を行うこと

が必要です。まずは改善依頼、助言を適切に行い、所有者による自主的な対応を

粘り強く求めていきます。 
再三の改善依頼、助言にもかかわらず、改善がみられない場合には、その経緯

等を踏まえつつ、管理不全空家等及び特定空家等に該当するかを判断し、認定さ

れた場合には法に基づく措置を講じます。 

 
（２）管理不全空家等及び特定空家等の認定 

   管理不全空家等及び特定空家等については、国によって示された「管理不全

空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指

針（ガイドライン）」を踏まえ、袖ケ浦市空家等対策審議会において令和〇年〇

月に策定された「袖ケ浦市管理不全空家等及び特定空家等判断基準」に基づき、

袖ケ浦市空家等対策審議会に諮問した上で認定します。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆「管理不全空家等」 

空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当

することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等 

 

◆「特定空家等」 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又はそのまま放置

すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことに

より著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置す

ることが不適切である状態にあると認められる空家等 
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（３）管理不全空家等及び特定空家等に対する措置 
管理不全空家等及び特定空家等に対する措置は、次のとおりです。なお、法に

基づく措置については、必要に応じて袖ケ浦市空家等対策審議会に諮ります。 
また、「勧告」の対象となった管理不全空家等及び特定空家等に係る土地につ

いては、固定資産税等の住宅用地特例が解除されます。  

 

【固定資産税等の住宅用地特例の概要】 

 小規模住宅用地 

（200 ㎡以下の部分） 

一般住宅用地 

（200 ㎡を超える部分） 

固定資産税の課税標準 １/６に減額 １/３に減額 

都市計画税の課税標準 １/３に減額 ２/３に減額 

固定資産税等の住宅用地特例は、住宅政策上の見地から、居住の用に供する住宅用地につい

て税負担の軽減を図るために設けられた措置であり、土地が住宅用地に該当する場合には、固

定資産税等が減額されるものです。 
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５ その他の取組 

現在居住している住宅の性能等が不十分であると、長期間居住することを難し

くし、空家等の発生要因の一つになっています。新築、既存を含め、安心して住

み続ける良好な住環境の保全、形成を推進することが定住を促し、空家等の発生

抑制に繋がるものと考えられます。 

よって、関係各課が連携を図りながら、広報やホームページ等を利用して広く

市民等に対して、各施策の活用について情報提供を図っていきます。 

 

（１）木造住宅耐震改修事業（都市整備課） 

地震により木造住宅の倒壊等の被害から市民の生命、身体及び財産を保護するた

め、木造住宅における耐震診断、耐震改修工事及び耐震改修工事と併せて行うリフ

ォーム工事の費用の一部を助成しています。 

 

（２）固定資産税の減額（課税課） 
住宅耐震改修又はバリアフリー改修に係る一定の工事を実施した住宅について

は、固定資産税が一定の期間減額になります。 

 

（３）障害者等日常生活用具給付等事業（障がい者支援課） 

障がい者（児）の移動等を円滑にする住宅改修の費用について給付をしています。 

 

（４）介護保険 住宅改修費の支給（介護保険課） 

要介護（要支援）認定を受けている方が、自宅で安全に安心して暮らせるように、

手すりの取付けや段差の解消などの工事を行う場合に、保険給付が受けられます。 

 

（５）世代間支え合い家族支援事業（高齢者支援課） 

高齢者の孤立を防ぎ、家族の絆の再生をはかることを目的として、離れて暮らし

ている高齢者である親と子等が袖ケ浦市で同居または近隣に居住するために、住宅

の新築、購入、増改築または転居をした場合の費用の一部を助成しています。 

 

（６）住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金交付事業（環境管理課） 

  住宅用設備において地球温暖化対策の推進及び電力の強靭化に資する設備を設

置するものに対し、費用の一部を補助しています。 

 

（７）合併処理浄化槽設置補助事業（廃棄物対策課） 

  生活排水による公共用水域の水質汚濁防止を図るため、合併処理浄化槽設置事

業に要する費用の一部を補助しています。 
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第５章 成果目標 

本計画を計画的、効果的に進めていくために、次のとおり目標を設定します。 

 

（１）目標設定の考え方 

   現在の社会情勢からすると、今後も適切に管理されていない空家等の増加は

避けられない見通しであると考えます。 

   このような状況の中で、空家等の有効活用を図るとともに、市民の生活環境

に悪影響を及ぼす空家等の増加を抑えるため、以下の項目を目標値として設定

します。 

   ・空家等対策に対する意識の醸成のため、講習会やセミナー等の開催回数 

   ・空家等の有効活用の促進を図るため、空家バンク事前情報提供制度申込件

数と空家バンク物件登録件数 

   ・適切に管理されていない空家等への指導や状況確認等によって改善される

空家等の改善戸数 

   ・相続放棄等された空家等に対応するため、財産管理制度の活用件数 

 

（２）目標 

項目 令和５年度現状値 令和１３年度目標値 

講習会やセミナー等の開催回数 ― ２回／年 

空家バンク事前情報提供制度申込件数 ８件／年 １６件／年 

空家バンク物件登録件数（累計） １４件 ２０件 

適切に管理されていない空家等の改善戸数 ２４戸／年 ４０戸／年 

財産管理制度の活用件数 ― １件／年 
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資料編 

〇空家等対策の推進に関する特別措置法 

〔平成二十六年十一月二十七日号外法律第百二十七号〕 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民

の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保

護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空

家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二

項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進

するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推

進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住

その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に

定着する物を含む。第十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地方公共団

体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険と

なるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行わ

れていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図

るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の収

集及び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用の

促進に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等

に関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他

空家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の

提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなけれ

ばならない。 

（空家等の所有者等の責務） 
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第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪

影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実

施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（基本指針） 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する

ための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あらかじ

め、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、

基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）

を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等

に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促

進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第

二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項まで

の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家等

の数及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域における経済的

社会的活動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要となると

認められる区域（以下「空家等活用促進区域」という。）並びに当該空家等活用促進区域

における空家等及び空家等の跡地の活用の促進を図るための指針（以下「空家等活用促進

指針」という。）に関する事項を定めることができる。 
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一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中心

市街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生拠

点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）第

二条第二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能を

有する区域として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必要

な空家等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八条

において「誘導用途」という。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の

活用を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等活用

促進区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二

条第一号に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空家等の

跡地に新築する建築物をいう。次項及び第十項において同じ。）について第十七条第一項

の規定により読み替えて適用する同法第四十三条第二項（第一号に係る部分に限る。次項

において同じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み替えて適用する同法第四十

八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において

準用する場合を含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定の適用を受けるた

めの要件に関する事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二項

の規定の適用を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適用要

件」という。）は、特例適用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メートル未満

の道（同法第四十三条第一項に規定する道路に該当するものを除く。）に二メートル以上

接するものに限る。）について、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、空家等活用促

進区域内における経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善に資するものと

して国土交通省令で定める基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区

域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指

定都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規定する

事項を定める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第

七条第一項に規定する市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。）の区域を
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含む空家等活用促進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域の区域及

び空家等活用促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議をしなければならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七条

第二項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項まで

の規定のただし書の規定の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」という。）

に関する事項を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家等活用促進区

域内の建築物について建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による認定又は同法第

四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項にお

いて準用する場合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定のただし書の規定によ

る許可の権限を有する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。

以下この項及び次項において同じ。）と協議をしなければならない。この場合において、

用途特例適用要件に関する事項については、当該特定行政庁の同意を得なければならない。 

10 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁は、

特例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進区域

における経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めるときは、同項

の同意をすることができる。 

11 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項及び

第十八条第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、開発

及び保全の方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調

和が保たれたものでなければならない。 

12 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

13 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、

技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

14 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協

議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の

議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が

必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第二章 空家等の調査 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を

把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うこと

ができる。 

２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、空

家等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくは

その委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 
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３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所

に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通

知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、

この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報

であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のため

に必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内

部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているものの

うち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用す

る目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するも

のについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必

要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関

係する地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空家等

の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は

賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適

切に管理されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条において同じ。）

に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

第三章 空家等の適切な管理に係る措置 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれ

ば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態に

あると認められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指

針（第六条第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等

が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとるよう指導を

することができる。 



34 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状

態が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと

認めるときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家

等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置につい

て勧告することができる。 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるとき

は、家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規定に

よる命令又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求を

することができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると

認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の請

求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要が

あると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百六十

四条の十四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

第四章 空家等の活用に係る措置 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者

が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供

その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長は、

空家等活用促進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当する

ものに限る。以下この条において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の経済的

社会的活動の促進のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等に対し、当

該空家等について空家等活用促進指針に定められた誘導用途に供するために必要な措置

を講ずることを要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認め

るときは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処分に

ついてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が

第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された

ときは、当該公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法

第四十三条第二項第一号の規定の適用については、同号中「、利用者」とあるのは「利用

者」と、「適合するもので」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進に関する特

別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用

する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画に定め
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られた同条第六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定する特例適用建築

物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条

第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、

当該公表の日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八

条第一項から第十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一項まで及び第

十三項の規定のただし書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、」と、「認

め、」とあるのは「認めて許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公益上やむを得な

い」とあるのは「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）

第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された

同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第九項に規定する用途特例適用

要件（以下この条において「特例適用要件」という。）に適合すると認めて許可した場合

その他公益上やむを得ない」と、同条第二項から第十一項まで及び第十三項の規定のただ

し書の規定中「公益上やむを得ない」とあるのは「特例適用要件に適合すると認めて許可

した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項ただし書中「特定行政庁が」とあ

るのは「特定行政庁が、特例適用要件に適合すると認めて許可した場合その他」とする。 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）

の規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街化調整区

域に該当する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第十項に規

定する建築物をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を誘導用途に供

するため同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可（いずれも当該建築

物の用途の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条第八項の協議の結果を

踏まえ、当該建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適切な配慮をするもの

とする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する空家

等対策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用途

に供するため農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定による許可

その他の処分を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮を

するものとする。 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二

十一条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村からの委

託に基づき、空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の空家等

の活用に関する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住

宅供給公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する

業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置

法（平成二十六年法律第百二十七号）第十九条第一項に規定する業務」とする。 
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（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第

百号）第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空家

等活用促進区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社

会的活動の促進を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うことができる。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成十

七年法律第八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条第一

項に規定する空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活

用の促進に必要な資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことができる。 

第五章 特定空家等に対する措置 

第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置す

れば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそ

れのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）

をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等

の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予

期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要

な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の

猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命

じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び

提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意

見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対

し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措

置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなけ

ればならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によっ

て命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に

規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証

拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜら

れた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期
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限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の

定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせるこ

とができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置

を命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確知する

ことができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われ

るべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことがで

きないときを含む。）は、市町村長は、当該命令対象者の負担において、その措置を自ら

行い、又はその命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項において「措置実施者」

という。）にその措置を行わせることができる。この場合においては、市町村長は、その

定めた期限内に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びその期限までにその措置

を行わないときは市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措置に要した費用を徴

収する旨を、あらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態に

ある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保

全を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項までの規

定により当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、

当該特定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実施者

に行わせることができる。 

12 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第六条

の規定を準用する。 

13 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交

通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

14 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。こ

の場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げては

ならない。 

15 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第

十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

16 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図る

ために必要な指針を定めることができる。 

17 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。 

第六章 空家等管理活用支援法人 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規

定する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若しく

は活用を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正か

つ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、空家等管理活用支援法

人（以下「支援法人」という。）として指定することができる。 
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２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住所

及び事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更す

るときは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなけ

ればならない。 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等

の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又

はその活用を図るために必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他

の空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務

を行うこと。 

（監督等） 

第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要

があると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認め

るときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命

ずることができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項の

規定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければなら

ない。 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の

提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があると

して、空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関連情報」

という。）の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、

当該支援法人に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するときは、

あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等関連情報

によって識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 
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（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、

国土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更をするこ

とを提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案に係る空

家等対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は

変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。

この場合において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由

を明らかにしなければならない。 

（市町村長への要請） 

第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理

のため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による請求

をするよう要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、

第十四条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定によ

る請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請

をした支援法人に通知するものとする。 

第七章 雑則 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策

の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補

助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づ

く空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の

措置を講ずるものとする。 

第八章 罰則 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の

過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定によ

る立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布

の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

〔平成二七年二月政令五〇号により、本文に係る部分は、平成二七・二・二六から、

ただし書に係る部分は、平成二七・五・二六から施行〕 

（検討） 
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２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づい

て所要の措置を講ずるものとする。 
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○袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例 

平成30年９月28日条例第32号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以

下「法」という。）に定めるもののほか、空家等に関する対策の推進に関し必要な事

項を定めることにより、市民等の生命、身体及び財産を保護するとともに、良好な生

活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進し、もって公共の福祉の増進と地

域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「市民等」とは、市内に居住し、若しくは在勤する者又は市

内の土地若しくは建築物の所有者若しくは権原に基づく占有者をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語は、法において使用す

る用語の例による。 

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、自己の責任

において空家等の適切な管理を行わなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、法第７条第１項に規定する空家等対策計画を作成し、空家等の所有者等

の適切な管理、空家等の活用の促進その他の空家等に関する施策を総合的かつ計画的

に実施するものとする。 

２ 市は、自治会その他の関係団体と連携し、市民等に対し空家等の適切な管理に関す

る意識の啓発を行うものとする。 

（市民等の役割） 

第５条 市民等は、適切な管理が行われていない空家等があると認めるときは、市長に

対し、当該空家等に関する情報を提供するよう努めるものとする。 

２ 市民等は、地域の生活環境の保全に努めるとともに、市が前条第１項の規定により

実施する施策に協力するものとする。 

（代行措置） 

第６条 市長は、法第22条第３項の規定による命令を受けた所有者等からやむを得ない

理由により、当該命令に係る措置を履行することができない旨の申出があった場合に

おいて、当該措置を緊急に講ずる必要があると認めるときは、当該所有者等の同意を

得て、当該措置を自ら行うことができる。 

２ 市長は、前項の措置を講じたときは、当該所有者等から当該措置に要した費用を徴

収するものとする。 

（公表） 

第７条 市長は、法第22条第３項の規定による命令を受けた所有者等が正当な理由なく

当該命令に従わないときは、次に掲げる事項を公表することができる。 
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(１) 当該命令に従わない者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在

地並びに名称及び代表者の氏名） 

(２) 当該命令の対象となった特定空家等の所在地 

(３) 当該命令の内容 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、当該公表の対象

となる者に、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（空家等対策審議会） 

第８条 空家等に関する対策の推進等に関し必要な事項を調査審議するため、袖ケ浦市

空家等対策審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議するものとする。 

(１) 法第７条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する

事項 

(２) 管理不全空家等及び特定空家等の認定に関する事項 

(３) 法第13条に規定する管理不全空家等に対する措置に関する事項 

(４) 法第22条に規定する特定空家等に対する措置に関する事項 

(５) 前条に規定する公表に関する事項 

(６) その他空家等に関する対策を推進するため市長が必要と認める事項 

３ 審議会は、委員５人以内で組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 学識経験のある者 

(２) 関係行政機関の職員 

(３) その他市長が必要と認める者 

５ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残

任期間とする。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様と

する。 

（協力要請） 

第９条 市長は、空家等の適切な管理が行われていない状態を解消するために必要があ

ると認めるときは、本市の区域を管轄する警察その他の関係機関に必要な措置等につ

いて協力を求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定による協力要請に際し、必要な情報を関係機関に提供すること

ができる。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年10月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例の施行の際現に改正前の条例第15条第４項の規定により委嘱された袖ケ浦

市空き家等対策審議会の委員である者は、この条例の施行の日に、第８条第４項の規

定により、審議会の委員として委嘱されたものとみなす。この場合において、その委

嘱されたものとみなされる者の任期は、同条第５項本文の規定にかかわらず、平成31

年３月31日までとする。 

（袖ケ浦市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 袖ケ浦市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和46年

条例第26号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（令和５年10月12日条例第20号） 

この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年

法律第50号）の施行の日から施行する。 

附 則（令和６年３月15日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例施行規則 

平成30年10月１日規則第25号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以

下「法」という。）及び袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例（平成30年条例第32

号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、法及び条例で使用する用語の例による。 

（管理不全空家等及び特定空家等の認定） 

第３条 法第13条第１項の規定による管理不全空家等及び法第２条第２項の規定による

特定空家等の認定は、市長が定める判断基準によるものとする。 

２ 前項の特定空家等の認定をするときは、あらかじめ袖ケ浦市空家等対策審議会（以

下「審議会」という。）の意見を聴かなければならない。 

（報告） 

第４条 法第９条第２項の規定による報告の求めは、空家等に係る事項に関する報告徴

収書（様式第１号）により行うものとする。 

２ 法第９条第２項の規定による報告は、空家等に係る事項に関する報告書（様式第１

号の２）により行うものとする。 

（立入調査） 

第４条の２ 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第２号）

により行うものとする。 

２ 法第９条第４項に規定する身分を示す証明書は、立入調査員証（様式第２号の２）

とする。 

（勧告） 

第５条 法第13条第２項の規定による勧告は、管理不全空家等への勧告書（様式第３号）

により、法第22条第２項の規定による勧告は、特定空家等への勧告書（様式第３号の

２）により行うものとする。 

（命令） 

第６条 法第22条第３項の規定による命令は、命令書（様式第４号）により行うものと

する。 

２ 法第22条第４項に規定する通知書は、命令に係る事前の通知書（様式第５号）とす

る。 

３ 法第22条第４項に規定する意見書は、命令に係る事前の意見書（様式第６号）とす

る。 

４ 法第22条第５項の規定による意見の聴取の請求は、意見聴取請求書（様式第７号）

により行うものとする。 

５ 法第22条第７項の規定による通知は，意見聴取開催通知書（様式第８号）により行

うものとする。 
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６ 法第22条第13条に規定する標識は、標識（様式第９号）とする。 

（代行措置） 

第７条 条例第６条第１項の規定による申出は、代行措置に係る申出書（様式第10号）

により行うものとする。 

２ 市長は、条例第６条第１項の規定による申出があったときは、その内容を審査した

上、承認の可否を決定し、代行措置承認（不承認）通知書（様式第11号）により、当

該申出を行った所有者等に通知するものとする。 

３ 条例第６条第１項の規定により所有者等から同意を得る事項は、次に掲げるとおり

とする。 

(１) 代行措置の対象 

(２) 代行措置の内容 

(３) 代行措置の概算費用 

(４) 所有者等の費用負担 

(５) その他市長が必要と認める事項 

４ 市長は、前項に規定する事項について所有者等から同意を得るときは、代行措置に

係る同意書（様式第12号）の提出を受けるものとし、当該代行措置を実施するときは、

その概要を所有者等に通知するものとする。 

（公表） 

第８条 条例第７条第１項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。 

(１) 袖ケ浦市公告式条例（昭和46年条例第２号）第２条第２項に規定する掲示場へ

の掲示による方法 

(２) 特定空家等に標識を設置する方法 

(３) 市ホームページに掲載する方法 

(４) その他市長が必要と認める方法 

２ 前項の公表を行うときは、その旨を公表通知書（様式第13号）により所有者等に通

知するものとする。 

（意見を述べる機会の付与） 

第９条 条例第７条第２項の規定による意見を述べる機会の付与は、所有者等に意見陳

述の機会付与に係る意見書（様式第14号）を提出させて行うものとする。ただし、市

長が認める場合は、口頭で行うことができる。 

２ 市長は、前項の意見陳述の機会付与に係る意見書の提出期限（口頭により意見を述

べる機会の付与を行う場合には、その日時）までに、相当の期間をおいて、所有者等

に対し、意見陳述の機会付与に係る通知書（様式第15号）により通知するものとする。 

（代執行） 

第10条 法第22条第９項の規定に基づく行政代執行法（昭和23年法律第43号）第３条第

１項の規定による戒告は、戒告書（様式第16号）により行うものとする。 

２ 法第22条第９項の規定に基づく行政代執行法第３条第２項の規定による代執行令書

の通知は、代執行令書（様式第17号）により行うものとする。 
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３ 法第22条第９項の規定に基づき代執行を行う場合において、行政代執行法第４条に

規定する執行責任者たる本人であることを示すべき証票は、執行責任者証（様式第18

号）とする。 

（審議会の組織等） 

第11条 審議会の委員の構成は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 学識経験のある者 ３人以内 

(２) 関係行政機関の職員 １人以内 

(３) その他市長が必要と認める者 １人以内 

（審議会の会長及び副会長） 

第12条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（審議会の会議） 

第13条 審議会の会議（以下この条において「会議」という。）は、会長が招集し、そ

の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意

見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（審議会の庶務） 

第14条 審議会の庶務は、都市建設部都市整備課において処理する。 

（委任） 

第15条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この規則は、平成30年10月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月31日規則第29号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年10月12日規則第34号） 

この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年

法律第50号）の施行の日から施行する。 

附 則（令和６年３月15日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

様式第１号～様式第１８号 

 略 

 


